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Fuji Seiko Co., Ltd. Purchase Order Terms and Conditions 

 

注文書 

2026年6月策定 

 

第 1条（申込み及び承諾） 

1. 本書に記載された条項は、別途当事者間で合意のうえ添付又は参照された文書と共に、

買主と売主との間で法的拘束力を有する契約（以下「本契約」という。）を構成する。 

2. 本書又は添付された文書に記載された買主（以下「買主」という。）は、本書の宛先と

された売主（以下「売主」という。）に対し、特定された製品、品目、材料、商品、役

務（総称して「製品」という。）の購入を申し込む。 

3. 売主は、以下のいずれかを含む、合理的な承諾の示唆により本契約を承諾する。 

(i) 売主が本書の受領後 7暦日以内に書面で買主に異議を述べない場合 

(ii) 売主が製品の作業に着手し、又は製品を買主へ出荷した場合 

4. 承諾は本契約の条項への承諾に限定され、買主は、売主の書面その他いかなる媒体に記

載されている場合であっても、本契約への追加、例外又は変更を拒否する。但し、買主

の正式な権限ある代表者が書面により承諾した場合は、この限りではない。 

5. 本契約は、本書に記載された条項及び別途当事者間で合意のうえ添付又は参照された

文書と共に、製品に関する買主と売主の完全かつ排他的な合意を構成し、これに先立つ

全ての契約、提案又は申込みに優先する。 

 

第 2条（価格、変更及び支払） 

1. 価格は確定したものであり、本契約に別段の合意がない限り、変更されない。 

2. 買主は、図面、仕様、数量、納期その他の要求事項の変更を売主に通知することができ

る。但し、履行期間及び価格に関しては、売主が 10日以内に、履行期間又は価格の変

更が必要である旨を関連資料と共に買主に通知した場合を除き、変更されない。この場

合、当事者は履行期間又は価格の調整について交渉する。 

3. 売主は、買主の事前書面承認なしに、本契約にいかなる変更も行わない。これには、売

主又はその仕入先が使用する役務、原材料又は商品の性質、種類又は品質の変更を含む

が、これに限定されない。 

4. 売主が、買主による本契約締結後かつ買主の製品受領前に、当該製品に関して一般的な

値下げを行った場合、当該値下げは本契約に適用される。 

5. 売主は、買主に提示する価格が、同種の条件下で同数量を購入する買主と同等の顧客に

対し、売主が提示する価格のうち最も有利な価格であることを保証する。 

6. 支払条件は、買主が別途合意しない限り、製品の納入日及び適正な請求書の受領日のい

ずれか後に到来する日から起算して 60日以内に支払う。 

7. 全ての請求書及び事前出荷通知には、注文番号、変更番号又はリリース番号、該当する
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場合は買主部品番号、売主部品番号、出荷数量、カートン又はコンテナ数、売主名、連

絡先情報及び船荷証券番号を記載しなければならない。 

8. 製品価格には、適用される全ての国税、州税、地方税及び輸入関税が含まれており、輸

送、梱包、包装、返却可能容器、文書及び媒体に関して買主に対する追加費用は発生し

ない。 

9. 買主は相殺権を留保する。 

 

第 3条（電子コミュニケーション及び財務情報） 

1. 売主は、買主が合理的に指定する電子コミュニケーション手段を利用するものとし、こ

れにはベンダー在庫管理（（VMI）に関する要件、電子資金移動、購買注文の電子送受信、

電子署名・電子通信を含むが、これに限られない。 

2. 買主の求めがあった場合、売主は、自社及び製品の製造、供給又は資金調達に関与する

関連会社の最新の財務報告書、損益計算書、貸借対照表、キャッシュフロー計算書その

他関連資料を買主に提供する。 

 

第 4条（需要量と数量） 

1. 買主による製品に関する将来の数量に関する見積、予測又は計画は、情報提供のみを目

的として示されるものであり、変更され得るものである。 

2. 本契約に数量及び納入スケジュールが明示されていない場合、数量及びスケジュール

は買主が合理的に決定し、売主に対して随時発行するリリース又はスケジュールに記

載する。 

3. 売主がベンダー在庫管理方式の下にある場合、売主は常に合意された水準において、買

主への供給を維持する。 

 

第 5条（出荷、納入及び受入） 

1. 売主は、包装、ラベル表示、出荷通知及び輸送、警告、パターン、サンプル、図面機能、

据付、保守その他関連する指示及び使用環境要件について、買主の要求及び全ての法

令・規制要件を遵守し、最善の商慣行に従って製品を出荷する。 

2. 本契約に別段の定めがない限り、取扱い、包装、保管又は輸送に関連する費用（（該当す

る場合の関税、税金、手数料その他これに類する費用を含む。）は、価格に含まれる。 

3. 製品が納入されるまでの危険負担は、製品が納入されるまで売主が負う。 

4. 納入に関しては納期は重要であり、売主は、買主が本契約又はその後のリリース又は指

示において指定する数量及び日付に従って納品しなければならない。 

5. 本契約に別段の定めがない限り、納入条件は、FCA（インコタームズ 2020）及び売主

の敷地での引渡しとし、国際出荷については輸出国原産地における FCA（インコター

ムズ 2020）とする。 
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6. 納期遵守に必要な特別輸送費用は、売主が負担する。 

7. 買主は、部分納入、納期前の納入及び数量が不正確な納入について受領義務を負わな

い。 

8. 買主が受領した製品は、支払の有無にかかわらず検査及び受入の対象となる。不適合と

して拒絶された製品は売主の費用負担にて返送され、買主の指示がない限り代替品の

提供は行われない。 

9. 支払は買主の権利放棄とは解されず、支払後に製品が拒絶された場合、買主は全額返金

を受けるために当該製品を返却する権利を有する。役務の場合、買主は作業を拒絶して

補償を受けるか、必要な作業の再実施を売主に求めることができる。買主はその選択を

売主に通知し、売主は当該通知後 10 日以内に対応する措置を講じなければならない。 

 

第 6条（認証書及び通関） 

1. 原材料を内容とする製品について、売主は、各出荷に対して仕様への適合を示す署名付

き定量試験報告書を提供する。 

2. 前項に定める証明には、該当する場合、以下の事項を記載しなければならない。 

(i) 材料仕様 

(ii) 製造者（製造者と異なる場合はベンダー） 

(iii) ロット・バッチ・ヒート番号又はシリアル識別番号 

(iv) 対象材料の数量 

(v) 出荷日及び運送業者 

(vi) 買主の購買注文番号及び材料コード番号 

(vii) 取得された統計的試験結果 

3. 証明書を出荷に同梱する場合は、受入担当者が容易に確認できるよう、当該文書を含む

出荷単位には明確な表示を行わなければならない。 

4. 売主は、本契約に別途定めがある場合又は買主から要請があった場合、原産地証明及び

製造者宣誓書その他適用される通関書類を、買主に提供する。 

 

第 7条（品質、サービス及び補修用部品） 

1. 売主は、製品と同種の物品又は役務に適用され得る業界標準のプロセス及び継続的品

質改善（CQI）を促進し、製品の製造、生産又は流通に関し、買主が品質マニュアルそ

の他の指示により合理的に示す要件を遵守するものとし、買主が随時これらのプロセ

スを検証又は査察することを許容する。 

2. 業界において適用される場合、売主は以下を行う。 

(i) 現行モデルに必要なサービス及び補修用部品の需要を満たすために、買主に

対し本契約に基づく当時の生産価格に、必要な特殊梱包・出荷・取扱いにか

かる実際の純追加費用（ある場合）を加えた価格で買主を提供すること 
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(ii) 現行モデルの生産終了後 10年間（又は必要に応じそれ以上）、過去モデルの

サービス及び補修用部品需要を満たすために必要な製品を買主に提供するこ

と 

3. 当事者は、必要材料・供給品・熟練労働者の入手可能性及び費用、設備設置の追加費用、

包装、出荷及び取扱いにかかる費用、関連する役務その他合理的に関連する要因を考慮

し、過年度モデルのサービス及び製品に関する価格、数量及び納入条件について誠意を

もって協議する。 

 

第 8条（専有資料の所有） 

1. 本契約に明示的に定める場合を除き、いずれの当事者も、相手方に対し、自己が所有す

る特許、営業秘密、商標、著作権その他の知的財産権（以下「知的財産権」という。）

を移転しない。 

2. 売主は、買主に対し、売主の知的財産権について、次の目的のための非独占的使用権を

付与する。 

(i) 製品を使用、販売又は改変し、製品を他の製品に組み込んで使用又は販売す

ること 

(ii) 売主が本契約を履行できない場合又は本契約に違反した場合に、買主が自ら

製品を製造し、又は代替供給元に製造させること 

3. 売主が創作した著作物、アイデア、発明（特許取得の可否、又は特許取得済みか否かを

問わない。）、ノウハウ、プロセス、情報の編集物その他の知的財産であって、買主が直

接又は間接（償却による場合を含む。）にその開発費を負担したもの（（総称して「専有

資料」という。）及び当該専有資料に関する全ての知的財産権は、買主にのみ帰属する。 

4. 売主は、買主が開発費を負担したかかる専有資料が、日本の著作権法における職務著作

（work made for hire）であることに同意する。 

5. 売主は、売主の従業員及び下請業者が、売主との間で本条の内容と整合する契約を締結

することを確保する。 

 

第 9条（限定商標ライセンス） 

1. 買主が書面で指定した場合に限り、買主は売主に対し、製品を買主に製造又は販売する

目的にのみ使用可能な、買主の商標、サービスマーク、ロゴ、商業的表示その他の営業

表示（以下（「買主商標」という。）を複製・使用するための非独占的、譲渡不能かつサ

ブライセンス不可の限定的ライセンスを付与する。売主は、これ以外の方法で買主商標

を使用してはならない。 

2. 売主による買主商標の複製及び使用並びにそれにより生じ、又は象徴される全ての信

用は、専ら買主に帰属するものとし、本契約は売主に買主商標に関するいかなる使用そ

の他の権益も付与するものではない。 
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3. 売主は、買主商標若しくはその登録の有効性、又は買主若しくはその関係会社による買

主商標の所有権について、争ったり異議を唱えたりしてはならない。売主は、買主商標

又はその登録につき自らが所有権を有する旨を表示してはならない。 

4. 売主が買主への製品供給を行わなくなった場合、又はより早期に買主から通知を受け

た場合は、売主は直ちに買主商標の一切の使用を中止する。 

5. 本条に基づく売主の義務は、本契約終了後も存続する。 

 

第 10条（保証） 

1. 売主は、全ての製品について以下を保証する。 

(i) 仕様書、指示書、図面、サンプル又は説明に適合していること。 

(ii) 製品又は当該製品が組み込まれた商品が設置又は販売される国において適用

される一切の法令、規制その他の政府要件に適合していること。 

(iii) 市場性を有し、目的適合性があり、良質な材料と技能により製造され、欠陥

がないこと。 

(iv) 第三者の知的財産権を故意に侵害するものでないこと。 

2. 売主は、適用される仕様書に定める故障率及び信頼性要件に、製品が適合し、又はこれ

を上回ることを保証する。 

3. 不適合の主張は、当該製品に関する買主のサービス記録に基づき立証される。 

4. 売主は、最良の技術慣行、技能、手順、安全基準、注意及び判断に基づき役務を提供す

る。 

5. 上記の保証は、以下のいずれか長い期間にわたり有効とする。 

(i) 製品が使用される国の適用法が定める期間（但し 12か月未満とはならないも

のとする。） 

(ii) 買主が顧客に提供する保証期間 

6. 売主は、保証期間中に、買主から不具合品又は不適合品の通知を受けた場合、当該通知

後直ちに、売主の費用負担（部品、工賃及び輸送費を含むがこれらに限られない。）で、

当該製品を修理又は交換し、かつ買主が行った是正措置の費用を買主に補償する。さら

に売主は、当該不適合製品に起因又は関連して買主に生じた一切の費用及び負担（以下

を含むが、これらに限られない。）を補償する。 

(i) 当該不適合品の検査、選別、修理又は交換に要した費用 

(ii) 生産の中断、特別輸送費、追加保険料、残業代、ダウンタイム、封じ込め措

置、撤去に起因する費用 

(iii) リコールその他の是正措置、メンテナンス、安全に関する指示、教育及び警

告に関する費用 

(iv) 当該不適合製品に起因する人身傷害（死亡を含む。）又は物的損害に関する請

求への対応費 
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(v) 環境汚染及びその除染費用 

7. 再販用の製品に関して、売主は、買主が上記保証に依拠して、買主の顧客に対して同様

の保証を提供することを認める。 

8. これらの保証及び救済は非排他的であり、適用法の下で放棄又は制限できないその他

の保証及び救済に加えて適用される。 

9. 本契約に含まれる全ての保証及び救済は、買主、その関連会社及びそれらの顧客に対し

て付与され、買主による納入、検査、受領又は支払の有無にかかわらず存続する。 

 

第 11条（補償） 

1. 売主は、買主、その関連会社、パートナー、取締役、役員、従業員及び代理人に対し、

以下に起因又は関連して買主に課され、又は買主が被ったいかなる請求、訴訟、要求、

判断、損失、費用、責任、損害、環境汚染及びその除染費用、追加保険料その他の費用

及び手数料（（合理的な弁護士費用を含むがこれに限られない。以下総称して「請求」と

いう。）から、被害を与えず、防御し、補償するものとする。 

(i) 製品の製造、使用又は販売に起因する特許、商標、著作権、営業秘密、意匠

権その他の所有権の現に生じ又は主張された侵害（但し、侵害が買主から提

供された設計に直接起因する場合を除く） 

(ii) 製品における欠陥 

(iii) 売主による本契約上の表明・保証・義務への不履行 

(iv) 製品の設計若しくは製造に関連するサプライヤーの過失若しくは責任又は不

適切若しくは不完全な設置、出荷、使用、保守、環境・安全衛生に関する指

示（販売後に合理的に求められる警告を含む）に起因するもの 

2. 売主は、買主の事前の書面同意なく、買主を代表していかなる責任を認め、又はいかな

る和解にも応じてはならない。 

3. 本条に基づく補償義務は非排他的であり、法律上の買主の権利又は救済を制限するも

のではなく、買主の権利及び救済は累積的に認められる。 

 

第 12条（保険要件） 

1. 本契約で別途保険要件が定められる場合に加え、本契約の有効期間及び製品の保証期

間を通じて、売主は自己の費用負担で、以下の保険を加入及び維持する。 

(i) 買主にとって合理的に受入可能な補償限度額を有し、かつ買主を追加被保険

者として指定した一般賠償責任保険 

(ii) 売主の管理、保管又は支配下にある間の買主所有資産（下記に定義する「寄

託財産」を指す。）の全代替価額を補償し、買主を損害受取人として指定し

た全危険補償の財物保険 
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(iii) 適用法により要求される労災保険 

2. 保険金額は、いかなる場合も業界標準を下回ってはならない。 

3. 売主は、補償額、保険証券番号及び保険期間を明示した保険証券を買主に提出する。売

主は、保険の取消し又は重大な変更について、少なくとも 60日前までに書面で買主に

通知しなければならない。 

 

第 13条（秘密保持） 

1. 売主が、買主の秘密情報（発明、開発成果、ノウハウ、仕様書、事業計画、試験結果、

システム、財務情報、製品情報、業務方法、顧客情報、サプライヤー情報、データ編集

物を含むがこれに限られない。以下「秘密情報」という。）にアクセスする場合、売主

は、本契約で想定される目的にのみ秘密情報を使用し、第三者に開示してはならず、ま

た自らの利益又は買主に不利益となる目的で使用してはならない。 

2. 秘密情報には、以下の情報は含まれない。 

(i) 売主が本契約に違反することなく公知となった情報 

(ii) 売主が買主から受領する以前に、書面で証明可能な形で既に知得していた情

報 

(iii) 売主が秘密情報へのアクセスと無関係に独立して開発した情報 

3. 売主は、秘密情報を知る必要がある従業員及び許可された下請業者に対してのみ秘密

情報を開示できる。但し、当該従業員・下請業者は本条の義務と同等以上の内容の秘密

保持義務を書面により売主に対して負わなければならない。 

4. 本契約終了時、売主は買主の秘密情報を返還し、以後、自己又は第三者の利益のために

使用してはならない。売主の秘密保持義務は、買主の秘密情報が秘密性を失うまでは、

本契約終了後も存続する。 

5. 買主が本条の違反に対して完全な救済を受けられるよう、買主は、直ちに回復困難な損

害や法的救済の不十分性を証明することなく、管轄裁判所から差止命令を得ることが

できる。 

6. 当事者間で既に機密保持契約（NDA）を締結している場合には、当該 NDAの条件が本

条に優先して適用される。 

 

第 14条（寄託財産） 

1. 該当する場合、売主が本契約に基づく義務履行に関連して、買主から直接又は間接に提

供された、又は買主が売主に対して支払済又は償還済（償却による支払を含む。）の全

ての供給品、材料、工具、治具、金型、ゲージ、固定具、モールド、鋳物、キャビティ

型パターン、返却可能容器、機器その他の物品、並びにその修理、改良、付属物、負荷

物、アクセサリー及び関連する文書、規格又は仕様書、営業秘密、専有情報、専有資料

及びこれらにかかる全ての知的財産権（総称して「寄託財産」という。）は、買主又は
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買主が指定した所有者に帰属し、継続してその所有に属するものとする。 

2. 売主は、寄託財産の滅失又は損傷に関する危険を負担する。寄託財産は常に、売主の費

用負担で適切に保管、維持、修理及び交換され、適用される全ての仕様に適合する製品

を生産可能な、良好な作動状態に保たれなければならない。 

3. 寄託財産は、以下のとおり取り扱われなければならない。 

(i) 本契約の履行以外の目的に使用してはならない。 

(ii) 買主（又は買主が指定する所有者）の財産である旨を明確に表示すること。 

(iii) 売主又は第三者の財産と混在させてはならない。 

(iv) 買主の事前の書面承認なく売主の事業所から移動させてはならない。 

4. 売主は、寄託財産の所有権につき、買主又はその顧客に不利益となる請求又は留置権等

が主張された場合には、買主を防御し、補償する。 

5. 売主は、買主の量産部品承認プロセス（PPAP）を完了させるため、寄託財産を用いて

指定数量のサンプル製品を自らの費用で製造し、部品提出保証書（PSW）を提出するも

のとする。該当する場合、寄託財産が完成し、PSW その他の必要書類が買主又はその

顧客により提出・承認されるまで、売主は支払請求権を有しない。 

6. 買主は、寄託財産及びこれにかかる記録を検査するため、売主事業者へ立ち入る権利を

有する。売主は、寄託財産に対し、売主（又は第三者）がいかなる権利、所有権又は利

益を有しないことを認め、本契約に基づく製品製造のための限定的利用権のみを買主

の裁量により認められているに過ぎないことを確認する。 

7. 買主は、通知又は法的手続を要することなく、直ちに売主の事業所へ立ち入り、寄託財

産を無償で取得する権利を有し、売主は寄託財産の引渡しに関して、あらゆる抗弁を放

棄する。売主は、買主による寄託財産の取得に協力し、追加の通知その他手続上の権利

を放棄し、買主又はその指名する者に対して直ちに寄託財産へのアクセスを付与する。 

8. 売主は、買主が必要と判断する場合、買主の利益を反映させるため、寄託財産に関する

通知又は担保設定書類を売主に代わって作成し、登録を行うための、利益と不可分に結

びついた限定的かつ取消不能の代理権を買主に付与する。 

9. 買主の要求により、寄託財産は直ちに以下のいずれかの方法で買主に返還される。 

(i) 売主ドック渡し（FCA・インコタームズ 2020）、買主指定の運送業者の要件

に従い梱包及び表示された状態 

(ii) 買主が指定する場所への配送（この場合、買主は合理的な配送費用を負担す

る。） 

10. 売主は、法律で許容される最大限の範囲で、寄託財産に対する留置権その他の権利を放

棄する。売主は、寄託財産の不正保持が買主又はその顧客に回復困難な損害をもたらす

ことを認め、買主が迅速な救済（返還請求及び引渡請求等）を求めることに同意する。 

11. 売主は、寄託財産の法的回収に関し買主が負担した費用（合理的な弁護士費用、保証金

費用、裁判所手数料等を含む。）を全額支払う。 
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第 15条（解除・解約） 

1. いずれの当事者も、以下に掲げる場合には、書面により相手方に通知することで、本契

約の全部又は一部を解除することができる。 

(i) 相手方が本契約に違反し、是正可能であるにもかかわらず、相手方が非違反

当事者からの書面通知受領後 15日以内に是正しないとき。 

(ii) 相手方が本契約に重大な違反をしたとき。 

2. 当事者は以下の場合、本契約に違反したとみなす。 

(i) 本契約上の義務の不履行 

(ii) 本契約上の表明又は保証の違反 

(iii) 非違反当事者からの合理的な履行保証の要求に対し、相当期間内に適切な保

証を提供しない場合 

3. 買主は、いつでも理由なく本契約を解除することができる。その通知後、売主は買主の

事前の書面による承諾なく、本契約に関連する新たな原材料、在庫又は役務に関する新

規の手配を行ってはならない。 

4. 買主が前項に定める解約を行う場合、買主は売主が保有する、製品に固有の原材料、仕

掛品及び完成品で、買主のリリース又はスケジュールに基づき承認されており、かつ商

業的に利用可能で適正な品質の在庫（以下「本件在庫」という。）についてのみ支払義

務を負う。但し、売主が本件在庫を買主に引き渡すのは、買主の顧客から本件在庫に関

する支払があった後とする。 

5. 本件在庫の購入価格（任意解約における売主の唯一の救済）は以下のうち最も高い価格

とする。 

(i) 解除日までに本契約に従って完成し、未払の製品についての契約価格 

(ii) 売主が製品の製造に合理的に要した仕掛品及び原材料の実費（一般に認めら

れた会計原則に従い、本契約の解除部分に合理的に按分できる範囲） 

(iii) 売主が買主の書面承諾を得て使用又は販売した物品の合理的価値又は費用 

6. 買主顧客による在庫への支払が不当に遅延する場合、買主は誠実に売主と協議し解決

を図る。但し、以下の場合、買主は支払義務を負わない。 

(i) 買主のリリース又はスケジュールを超えて売主が製造又は調達した在庫 

(ii) 売主の通常在庫又は市場で容易に処分可能な物品 

7. 任意解約に基づく支払額は、解約日に未完了であったリリース又はスケジュールに基

づき製造されたはずの完成品の合計価格を超えてはならない。 

8. 任意解約の効力発生日から 60日以内に、売主は詳細な解約請求書を提出し、買主が監

査可能な資料を添付しなければならない。 

9. 本契約終了に際し、売主は以下の義務を負う。 

(i) 買主が利害関係を有する財産について、買主から処分指示を受領するまで、
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保護に必要な措置を取ること。 

(ii) 買主の秘密情報を買主へ返還すること。 

 

第 16条（買主の責任制限） 

1. 買主は、特別損害、懲罰的損害、間接損害、付随損害又は結果的損害について、一切責

任を負わないものとし、これには、利益喪失、売上損失又は資本コストを含むが、これ

らに限定されない。 

2. 本契約又はその履行若しくは不履行に起因し、又はこれらに関連して発生する損害に

関するいかなる種類の請求に対しても、買主の責任は、当該請求の原因となった製品に

割り当てられる価格を超えない。 

 

第 17条（不可抗力） 

1. 当事者の合理的な支配を超え、かつ当該当事者の過失によらない事由（火災、暴風、天

災、洪水、戦争、禁輸措置、テロ行為、内乱、暴動、政府当局の介入その他を含むがこ

れに限られない。以下「不可抗力事由」という。）により、予定された納入の遅延又は

履行不能が生じた場合、当事者は相手方に対して責任を負わない。 

2. 不可抗力事由が履行遅延又は中断を生じさせる可能性があると当事者が認識した場合、

当該当事者は速やかに書面にて相手方に通知しなければならない。 

3. 売主がいかなる理由でも履行不能となった場合、買主は他の供給源から製品を調達し、

その分売主からの購入量を減少させることができ、そのことについて売主に対して責

任を負わない。 

 

第 18条（検査及び監査） 

1. 売主は、買主の要請に応じ、製品のサンプルを試験のために買主へ提供する。 

2. 買主は、売主が本契約に関連して保持する帳簿、記録、業務及び施設を、売主の品質シ

ステムを含め、検査及び監査する権利を有し、売主が本契約及び買主（並びにその顧客）

の基準に適合しているかを確認できるものとする。 

3. 売主は、本契約に基づき買主に請求する金額を裏付けるために必要な全ての記録を維

持しなければならない。 

4. 売主は、買主に対し施設への合理的なアクセスを提供し、買主によるかかる検査・監査

を円滑に行うため協力するものとする。 

 

第 19条（独立請負人） 

1. 買主と売主は独立した契約当事者であり、本契約のいかなる規定も、当事者の一方を他

方の代理人又は法的代表者とするものではない。いずれの当事者も、相手方のために義

務を引き受け、又はこれを創設する権限を有しない。 
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2. 売主は、本契約の履行に従事する従業員に関し、全ての拠出金、失業保険債務、給与税

（国・地方・外国税を含むがこれに限られない。）の支払について、単独で全責任を負

うものとする。 

 

第 20条（準拠法、裁判権及び法廷地） 

本契約は、日本法に準拠し、これに従って解釈されるものとする。国際物品売買契約に

関する国際連合条約（CISG）の適用は、これを除外する。 

 

第 21条（紛争解決、裁判権及び法廷地） 

1. 本契約に起因又は関連して買主と売主の間に生じる紛争又は意見の相違（以下「紛争」

という。）は、東京地方裁判所にのみ提起することができる。両当事者は同裁判所（及

び適切な控訴裁判所）の管轄に同意し、裁判地に対する異議を放棄する。 

2. 前項にかかわらず、当事者は、東京地方裁判所に提訴する前に、双方の最高財務責任者

（CFO）又はその指名者が誠実に協議し、速やかに紛争解決を試みるものとする。 

 

第 22条（譲渡、権利放棄、完全合意、可分性） 

1. いずれの当事者も、相手方の事前の書面による承諾なくして、本契約の全部又は一部を

譲渡してはならず、相手方は不合理に承諾を拒否したり、不当な条件を課したり、承諾

を遅延してはならない。但し買主は、売主の承諾を要することなく、買主の自由裁量に

より、本契約の全部若しくは一部、又は本契約に基づく権利義務の全部若しくは一部

を、資産・株式・持分の譲渡、合併、法令の適用、組織再編、統合その他の取引により

生じる買主の関連会社又は後継会社に譲渡することができる。 

2. 前項に従う限り、本契約に含まれる全ての条項、条件、契約及び合意は、当事者の該当

する承継人及び許容される譲受人に対して利益を及ぼし、拘束力を有する。 

3. 当事者の一方が、特定の場面で譲渡を承認したとしても、そのことは他の場面での譲渡

への承認とはみなされない。 

4. 買主が売主の本契約に基づく業務の一部を再委託することを承認する場合、売主は、委

託業者が本契約の全ての条項と条件に拘束されることを確保しなければならない。 

5. 売主の支配権に変更が生じた場合、買主は売主への書面通知により、本契約を解除する

ことができ、買主は売主に対して一切の責任を負わない。 

 

第 23条（一般条項） 

1. 当事者の一方が、本契約又は法令に基づく権利又は救済を特定の場面で行使しなかっ

たとしても、後日の場面で当該権利又は救済を放棄したものとはみなされず、また他の

権利又は救済の放棄ともみなされない。 

2. 本契約及び適用される基本契約並びに本契約に参照される文書は、本契約の対象事項
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に関し、当事者間の完全な合意を構成し、これ以前の口頭又は書面による説明、理解又

は合意に優先して適用される。 

3. 本契約又はその条項は、書面かつ双方の正式な権限ある代表者による署名によっての

み、変更、修正又は放棄されるものとし、口頭、履行実績、取引経緯その他の方法で変

更されることはない。 

4. 本契約の特定の条項が無効又は執行不能と判断された場合であっても、その他の条項

の有効性又は執行可能性には影響せず、無効部分は関連法の範囲内で執行可能な形に

裁判所により修正され得る。 

 

第 24条（法令遵守） 

1. 売主は自己の費用負担にて、本契約の履行に適用される全ての国内・地方・外国の法律、

命令、規則、規制及び条例（輸出入関連法規を含むがこれに限定されない。）を遵守し、

かつ本契約の履行に必要な許可、証明書、ライセンス、保険、承認及び検査を取得する

ものとする。 

2. 買主の要請に応じ、売主は法令遵守状況について書面で証明しなければならない。 

3. 売主は、法令・規制違反に起因又は関連して発生する全ての責任、請求、要求、費用（弁

護士費用その他の専門家費用を含む。）から買主を補償し、免責する。 

4. 売主は、製品に関する適用法令遵守に必要な製品安全データシート（MSDS）その他必

要情報を買主に提供するものとする。 

5. 売主は、適用される全ての法令、並びにドイツのサプライチェーン法に基づき買主から

通知されるコンプライアンスコードその他の仕様に従うものとする。 

6. 本契約には、別添の「法令遵守付属書（COMPLIANCE WITH LAWS ADDENDUM）」

及び買主の行動規範（Buyer’s Code of Conduct）が参照により組み込まれる。 
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法令遵守付属書（COMPLIANCE WITH LAWS ADDENDUM） 

第 1条（輸出入規制） 

1. 売主は、製品の輸出、輸入、再輸出又は移転に関し、適用される全ての輸出入法令及び

規制並びに買主が要求する事項を遵守するものとする。 

2. 本契約に基づき提供又は受領される製品又は技術データは、米国原産か否かを問わず、

以下を含む米国その他の法域の輸出入規制の対象となる可能性がある。 

• 米国輸出管理法（Export Administration Act）及び輸出管理規則（EAR） 

• 米国武器輸出管理法（Arms Export Control Act）及び国際武器取引規則（ITAR） 

• 米国財務省外国資産管理局（OFAC）規則 

• 米国アルコール・タバコ・火器局（ATF）規則 

• 米国国土安全保障法及び税関・国境警備局（CBP）規則 

• その他当該製品や技術データが米国原産か否かにかかわらず、関連する他国の輸出

入規制 

3. 売主は、本契約に基づく納入を実施するために必要な輸出入許可、承認又は認証を取得

する責任を負う。 

4. 売主は以下の情報を買主に提供する。 

・輸出品目分類（ECCN）、設計意図情報（該当する場合）、HS コード、原産国情報 

・輸入手続に必要な全ての文書 

5. 売主は、原産地証明書や製造者宣誓書の作成を含む、米国・メキシコ・カナダ協定

（USMCA）等の通商制度への買主の参加を支援する。また、売主は全ての製品につい

て原産地表示要件を遵守する。 

6. 適用され、かつ買主から合理的に要求された場合、売主はテロ対策税関・貿易パートナ

ーシップ（C-TPAT）の要件を遵守する。 

7. 売主は、輸出入分類や原産国情報に変更が生じた場合、速やかに買主へ通知する。また、

製造拠点に変更がある場合には事前に書面で通知する。 

8. 売主は、買主の事前の書面同意なく買主から提供された図面・データ、設計、発明、コ

ンピュータソフトウェアその他の技術情報（売主の技術情報に組み込まれた買主情報

を含む。）を、輸出、移転、再輸出又は再移転してはならない。 

9. 売主は、必要な輸出許可を取得することなく、米国政府により制裁対象と認識されてい

る国、制裁指定又は拒絶対象者に対し、製品を輸出、移転、再輸出又は再移転してはな

らない。これらの制限は、売主、その従業員及び売主の供給業者・下請業者を含む全て

の第三者に適用される。 

10. 売主が、米国又は外国政府の制裁対象者リストに掲載された場合、又は輸出権限が全部

又は一部停止・取消された場合には、直ちに買主へ通知しなければならない。 

11. 売主が米国所在で、ITARに定義される防衛品目の輸出、製造、仲介又は防衛サービス
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の提供を行う場合、売主は、ITAR に基づき防衛貿易管理局（DDTC）への登録を維持

し、適切な輸出入コンプライアンスプログラムを維持しなければならない。売主は、当

該プログラムの責任者の連絡先を買主に提供する。 

12. 売主は、本条に基づく全ての表明について、買主による検証又は監査を受け入れるもの

とする。 

13. USMCA その他の通称優遇制度に関する製品の地位確認のため、売主が提供した書類の

不備又は誤りに起因して発生した関税、追加費用、罰金又は損害について、買主は一切

責任を負わない。 

 

第 2条（通関クレジット） 

1. 製品の購入に関連する移転可能なクレジット又は利益（通商クレジット、輸出クレジッ

ト、関税・税金の還付にかかる権利等）は、適用法で禁止される場合を除き、買主に帰

属する。 

2. 売主は、買主が以下を実行するために必要な情報及び記録を提供する。 

（1） 当該クレジット等の取得 

（2） 通関義務、原産地表示、ラベル表示、認証及びローカルコンテンツ報告の履行 

（3） 関税優遇措置の申請 

（4） 輸入国における関税据置制度又は自由貿易地域制度への参加 

3. 輸出ライセンス取得及び輸出にかかる税金、関税、手数料の負担は、本契約に別段の定

めがない限り、売主が負う。 

 

第 3条（安全・セキュリティ） 

1. 売主は、適用される全ての健康及び安全に関する法令を遵守し、従業員の健康、安全及

び福祉の向上に努める。 

2. 売主は、法令により要求される場合、製品の適正かつ安全な取り扱いに必要な情報を買

主に提供し、製品に関する安全データシート（MSDS）を買主に提出する。 

 

第 4条（腐敗防止） 

1. 売主は、製品の受注又は継続を目的として、直接的又は間接的に、買主の従業員又は代

理人に対し、価値あるものを提供したり申し出たりしない。 

2. 売主は、米国海外腐敗行為防止法（FCPA）、英国贈収賄防止法（Bribery Act）、アイル

ランド刑法（2018 年腐敗犯罪法）を含む、適用される全ての腐敗防止関連法を遵守す

る。 

3. 売主及びその下請業者、供給業者、代理人その他の関係業者は、贈収賄、政府関係者へ

の不正利益供与等の不正行為に関与してはならない。 
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第 5条（禁輸措置） 

1. 売主は、キューバ、北朝鮮、イラン、スーダン、シリアその他米国が禁輸対象とする国

に対し、製品を供給してはならない。 

2. 売主は、OFAC 規制に従い、制裁対象国の国民・居住者、並びに米国財務省及び商務省

の制裁対象者リストに掲載された者に対して、直接又は間接に製品を供給してはなら

ない。 

 

第 6条（労働慣行） 

1. 売主は、自ら及びその下請業者、供給業者、代理人その他の関係第三者が、児童労働、

奴隷労働、囚人労働、強制労働又は非自発的労働を利用せず、また虐待的な雇用慣行又

は腐敗した事業慣行を行わないことを表明し保証する。 

2. 売主は、労働時間に関する適用法令を遵守する。 

 

第 7条（紛争鉱物） 

1. 売主は、以下を保証する。 

（1） ドッド＝フランク法に基づく法的要件を継続的に把握・更新する内部体制を構築

し、コンゴ民主共和国及び周辺地域の禁止鉱山から調達された紛争鉱物を製品に使用

しないこと。 

（2） 製品、原材料又は部品に紛争鉱物が含まれる場合、遅滞なく買主に通知すること。 

2. 売主は、合理的なデューデリジェンスを経たうえで、紛争鉱物の供給源及びサプライチ

ェーンに関する買主又はその代理人からの要請に、適時対応するものとする。 

3. 売主が精錬業者である場合、Conflict-Free Sourcing Initiative（CFSI）が策定した紛争フ

リー精錬業者プログラムに従う。 

本条に基づき提供される情報は、買主の顧客による SEC への報告義務履行のために使

用され得ることを、売主は理解し、以下を保証する。 

（1） 提供情報が提出時点において最新、正確かつ完全であること 

（2） 製品の状況変更があった場合、速やかに情報を更新すること 

（3） 提供情報を裏付ける文書を保管すること 

4. 売主が本条に違反した場合、又は製品が「DRC 紛争フリー」であることを合理的に証

明できない場合、買主は本契約を解除することができる。 

5. 売主は、必要に応じて、下請業者との契約にも本条と実質的に同等の要件を盛り込む。 

 

第 8条（欧州化学品規制） 

1. 買主は EC 規則第 1907/2006号（その後の改正を含み、以下「REACH」という。）に基

づく製品の製造業者及び下流ユーザーである。 

2. 売主は、REACH が課す全ての義務並びに REACH の観点から、EU 内で買主が製品を
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販売・加工・取引するために必要な義務を遵守するものとする。これには、以下（総称

して REACH 違反という。）を含むが、これに限定されない。 

（1） 化学物質又は調合物に関する必要な事前登録、登録、認可の取得 

（2） REACH遵守を証明するための内部手続の実施及び文書化 

（3） 買主又は買主の顧客が指定する、製品（及び包装材）に含まれる化学物質又は調

合物の全ての使用用途について、上記（1）及び（2）の範囲内で適切にカバーされてい

ること 

（4） 事前登録された物質又は調合物が、所定の移行期間内に最終的な登録又は認可を

受けられない場合の、遅滞なき情報提供 

（5） 高懸念物質（SVHC）として禁止されている物質を含有する製品を販売しないこ

と 

3. 売主は REACH保証の違反が、適用法令上、当該物質、調合物又は製品の「欠陥」とみ

なされることを認識し、当該違反に起因又は関連して生じる全ての請求、責任、費用及

び損害について、事故の費用負担により買主を防御し、補償し、かつ手続に協力する。 

 

第 9条（カリフォルニア州プロポジション 65） 

1. 売主は、本契約に基づき買主に供給する製品に、以下のウェブサイト（又はその後継リ

スト）に掲載されている化学物質が使用されている場合、本契約を受諾する前にその旨

を買主に対して書面で通知する。 

The Proposition 65 List - OEHHA 

2. 当該化学物質が製品に使用されている場合、売主は、カリフォルニア州法として一般に

「プロポジション 65」として知られる法令を遵守すること、及び当該製品の製造に使

用される全ての材料がプロポジション 65に適合していることを保証する。 

 

第 10条（RoHS） 

1. 売主は、本契約に基づき買主に供給される製品が、欧州連合における特定有害物質使用

制限指令（RoHS 指令：RoHS 1（2002/95/EC）及び RoHS 2（2011/65/EU。いずれもそ

の後の改正を含む。））並びに各国・地域における同等の規制（以下総称して「RoHS」

という。）に適合していることを表明し、保証する。 

2. 売主は、RoHSに基づく適用除外の主張の有無を問わず、以下の物質又は化学物質が製

品に使用されている場合には、本契約を受諾する前に、その旨を買主に対して書面で通

知しなければならない。 

水銀及び水銀化合物、鉛及び鉛化合物、カドミウム及びカドミウム化合物、六価クロム

及びその化合物、ポリ臭化ビフェニル（PBB）、ポリ臭化ジフェニルエーテル（PBDE）、

ヘキサブロモシクロドデカン（HBCDD）並びに RoHS により制限されるその他の化学

物質又は有害物質。 

https://oehha.ca.gov/proposition-65/proposition-65-list
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3. 売主は、買主の要請に応じ、製品が RoHS に適合していることを証明するために必要な

全ての情報及び記録を速やかに提供するものとする。 

4. 売主は、買主の要請に応じ、当該製品に関する材料宣言書を速やかに提出する。 

 

第 11条（ナノ材料） 

1. 本条において「ナノ材料」とは、少なくとも一辺の寸法が 1 ナノメートルから 100 ナ

ノメートルの範囲にある材料又は同一材料の非ナノ形態とは異なる物理化学的特性を

示すよう意図的に設計された材料をいう。 

2. 売主は、本契約に基づき買主に供給される製品に、ナノ材料が含まれておらず、かつナ

ノ材料を用いて製造されていないことを表明し、保証する。 

3. 売主は、本契約に基づき買主に供給される製品にナノ材料が含まれている場合又はナ

ノ材料を用いて製造されている場合には、本契約を受諾する前に、その旨を買主に対し

て書面で通知しなければならない。 

 

第 12条（サプライヤー行動規範） 

1. 売主は、自ら及びその下請業者、供給業者、代理人その他の関係第三者が、買主に供給

する製品の提供に関連して、児童労働、奴隷労働、囚人労働、強制労働又は非自発的労

働を利用せず、また虐待的な雇用慣行又は腐敗した事業慣行を行わないことを表明し、

保証する。 

2. 売主は、本契約に基づき買主に供給する製品が前項の保証に適合しない場合には、本契

約を受諾する前に、その旨を買主に対して書面で通知しなければならない。 

3. 売主は、第 1項の保証及び買主の「サプライヤー行動規範（Supplier Code of Conduct）」

を継続して遵守することに同意する。当該行動規範は、以下のウェブサイトに掲載され

ているものとする。 

https://www.freudenbergmedical.com/en/code-of-conduct-for-suppliers/ 

 

第 13条（認証） 

買主の要請があった場合、売主は、不当な遅延なく、本付属書に定める前各条の遵守状況に

ついて、買主が指定する第三者のソフトウェア又は買主が承認する形式により、書面で証明

する。 

 

https://www.freudenbergmedical.com/en/code-of-conduct-for-suppliers/

